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令和6年度補正予算案
 経済産業省

 環境省

※本資料は、各省庁公表の令和6年度補正予算案の閣議決定資料を基に作成しております。

事業名
令和6年度補正予算案

(令和5年度補正予算)

新規/
継続

建物用途
新築 既築

工場 ビル 住宅

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金
(1)工場・事業場型、(2)電化・脱炭素燃転型

300億円の内数
（910億円の内数）

継続 ○ ○ － － ○

省エネルギー投資促進支援事業費補助金
(1)設備単位型

300億円
（250億円）

継続 ○ ○ － － ○

高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推
進事業費補助金

580億円
(580億円)

継続 － － ○ ○ ○

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄
の推進事業費補助金（LPガス災害バルク補助金）

21億円
(20億円)

継続 ○ ○ － ○ ○

災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導入支
援事業費補助金

10億円
(13億円)

継続 ○ ○ － ○ ○

事業名
令和6年度補正予算案

(令和5年度補正予算)

新規/
継続

建物用途
新築 既築

工場 ビル 住宅

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業

ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業
①新築建築物のZEB普及促進支援事業
②既存建築物のZEB普及促進支援事業

48億円の内数
(61.71億円の内数)

継続

－ ○ － ○ ○

省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等
支援事業 ※1
①業務用施設における省CO2化・熱中症対策等支援事業

－ ○ － － ○

脱炭素ビルリノベ事業
（業務用建築物の脱炭素改修加速化事業）

111.75億円
(111億円の内数)

継続 － ○ － － ○

SHIFT事業 ①省CO2型システムへの改修支援事業
（脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業）

30億円の内数
(40.34億円の内数)

新規
※2

○ ○ － － ○

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自
立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

20億円
(20億円)

継続 公共施設 ○ ○

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 365億円
(135億円)

継続 公共施設 ○ ○

※1.  「民間建築物等における省CO2改修支援事業」を含む事業です。
※2.  「SHIFT事業」としては継続ですが、「脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業」として新規事業になります。

★：ステップアップNEWS発行予定の事業です。ただし、状況により変更する可能性があります。

★

★

★

★

★

★

★

 国土交通省

事業名
令和6年度補正予算案

(令和5年度補正予算)

新規/
継続

建物用途

新築 既築

工場 ビル 住宅

子育てグリーン住宅支援事業 ※3 2250億円 新規 － － ○ ○ ○

宿泊施設サステナビリティ強化支援事業 300億円の内数
(266億円の内数)

継続 宿泊施設 － ○

★

★

※3. 令和5年度補正予算 子育てエコホーム支援事業と類似の補助事業です。



予算案額:300億円
の内数

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算案の事業概要(PR資料)より抜粋
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★省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金
（１）工場・事業場型

経産省 省エネ補助金に関する参考資料

経産省 令和6年度補正予算案における省エネ支援策パッケージより抜粋

【発行】ダイキンHVACソリューション近畿株式会社



予算案額:300億円
の内数

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算案の事業概要(PR資料)より抜粋
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★省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金
（２）電化・脱炭素燃転型

経産省 省エネ補助金に関する参考資料

経産省 令和6年度補正予算案における省エネ支援策パッケージより抜粋

【発行】ダイキンHVACソリューション近畿株式会社



予算案額:300億円

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算案の事業概要(PR資料)より抜粋

★省エネルギー投資促進支援事業費補助金
（１）設備単位型

経産省 省エネ補助金に関する参考資料

経産省 令和6年度補正予算案における省エネ支援策パッケージより抜粋
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予算案額:580億円

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算案の事業概要(PR資料)より抜粋

★高効率給湯器導入促進による家庭部門の
 省エネルギー推進事業費補助金

経産省 高効率給湯器の導入支援に関する参考資料

経産省 令和6年度補正予算案における省エネ支援策パッケージより抜粋
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LPガス災害バルク補助金
(災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金)

予算案額:21億円

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算案の事業概要(PR資料)より抜粋

予算案額:10億円

経 産 省

経産省 令和6年度補正予算予算案の事業概要(PR資料)より抜粋

災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備
導入支援事業費補助金
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環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

予算案額:48億円
の内数

環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

★ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業
①新築建築物のZEB普及促進支援事業 ②既存建築物のZEB普及促進支援事業

予算案額:48億円
の内数

★業務用施設における省CO2化・熱中症対策等支援事業
(省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等支援事業)

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業
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環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

予算案額:30億円
の内数

環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

予算案額:111.75億円
の内数

★SHIFT事業 ①省CO2型システムへの改修支援事業

(脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業)

★脱炭素ビルリノベ事業
（業務用建築物の脱炭素改修加速化事業） 
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環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

予算案額:365億円

環 境 省

環境省 令和6年度補正予算(案)施策集より抜粋

予算案額:20億円

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業
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国交省 令和6年度補正予算案 概要資料

予算案額:2250億円

国交 省

予算案額:300億円の内数

国交 省

国交省 令和6年度観光庁関係補正予算の資料より抜粋

★宿泊施設サステナビリティ強化支援事業

★子育てグリーン住宅支援事業
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【発行】ダイキンHVACソリューション近畿株式会社



■補助事業活用のスケジュール

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

申請期間は約1か月程度と短いため、事前に準備を進めることが重要です。

改修内容の

決定
省エネ計算

活用できる

補助金の選定

採択率UP

に向けた検討

⑤申請書類の

作成

■申請までのステップ（補助事業申請準備期間にやるべきこと）

■省エネ計算で必要な資料

■補助金活用時の注意事項

補助事業を活用する設備改修をご検討の場合は、営業担当までご相談ください。
また、令和6年度補正予算の公募が開始され次第、各補助事業の詳細について、
別途専用のステップアップNEWSを発行いたします。

補助事業申請準備期間
申請期間
※

採択
発表

事業
完了

工事期間 補助金
受取

Step1 Step2 Step3 Step4

改修する設備が決まれば、まずは省エネ計算。最適な補助事業を選定しましょう。

① エネルギー使用量実績 ※電気・ガス・油（ガソリン・灯油・A重油・軽油等）の使用明細

◎直近1年分のエネルギー明細をご用意ください。

② 導入前後の設備の機器確認

◎設置場所ごとに既存設備と導入設備の機器の確認し、改修内容を決定してください。

③ 各設備の稼働状況

◎設置場所ごとに稼働状況（冷房期間、暖房期間、月運転日数、１日の運転時間等）をご教示ください。

省エネ計算のために、上記3点のご準備をお願いします。

①各補助事業には予算額が決められており、必ず採択され補助金が支払われるわけではありません。

②工事期間が制約されます。（採択後から12月～1月あたりまで）

③ 補助金は事業完了後（工事代金の支払い後）に支払われます。

④ 事業完了後、1～3年間の事業報告義務があります。

⑤ 補助事業で取得した設備を、法定耐用年数の期間内に処分（譲渡、交換、貸付け、廃棄、担保など）する

場合は、執行団体の承認が必要です。 ※上記の内容については補助事業により異なります。

※補正予算の申請期間は未定です。
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